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平成２６年度中間決算の概況①

24/9期 25/9期 26/9期

（中間期） （中間期） （中間期） 増減額 増減率 増減額 増減率

資金運用勘定 28,144 29,014 29,610 870 3.09 595 2.05
うち貸出金 14,637 14,676 14,309 38 0.26 △ 367 △ 2.49

平          有価証券 12,905 13,781 13,744 875 6.78 △ 37 △ 0.26
         コールローン 305 103 254 △ 201 △ 65.94 150 144.38
         預け金（除無利息分） 188 356 1,187 167 88.73 831 233.56
資金調達勘定 27,054 27,879 28,495 824 3.04 616 2.21

残 うち預金等 26,324 27,103 28,107 779 2.95 1,004 3.70
         コールマネー 1 69 50 67 3,811.07 △ 18 △ 27.11
（参考）金銭の信託 - - - - - - -

資金運用利回 1.24 1.20 1.14 △ 0.04 △ 0.06
うち貸出金利回 1.54 1.42 1.36 △ 0.12 △ 0.06

利          有価証券利回 0.93 0.99 1.03 0.06 0.04
         コールローン利回 0.18 0.27 0.15 0.09 △ 0.12

回          預け金利回 0.09 0.10 0.10 0.01 0.00
資金調達利回 0.07 0.06 0.06 △ 0.01 0.00

・ うち預金等利回 0.06 0.06 0.05 0.00 △ 0.01
         コールマネー利回 0.12 0.25 0.34 0.13 0.09

利          借用金利回 0.09 0.10 0.12 0.01 0.02
経費率 1.11 1.05 1.02 △ 0.06 △ 0.03

鞘 資金調達原価 1.15 1.09 1.07 △ 0.06 △ 0.02

預貸金利回差 1.48 1.36 1.31 △ 0.12 △ 0.05
資金運用・調達利回差 1.17 1.14 1.08 △ 0.03 △ 0.06
預貸金利鞘 0.37 0.31 0.28 △ 0.06 △ 0.03
総資金利鞘 0.09 0.11 0.07 0.02 △ 0.04

26/9期-25/9期25/9期-24/9期

（単位：億円、％）
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平成２６年度中間決算の概況②

（単位：億円、％）

24/9期 25/9期 26/9期

（中間期） （中間期） （中間期） 増減額 増減率 増減額 増減率

  資金利益 165 165 161 △ 0 △ 0.02 △ 4 △ 2.17

 うち貸出金利息 113 105 97 △ 8 △ 7.58 △ 7 △ 6.81

           有価証券利息 60 68 71 8 13.67 2 4.01

           コールローン利息 0 0 0 △ 0 △ 48.14 0 42.85

損            預け金利息 0 0 0 0 111.11 0 221.05

  役務取引等利益 21 21 21 △ 0 △ 1.01 0 1.62

  その他業務利益 15 6 1 △ 9 △ 60.02 △ 5 △ 78.15

 うち国債等債券関係損益 14 5 0 △ 9 △ 65.38 △ 5 △ 87.52

一般貸倒引当金繰入額 - - - - - - -

経費 146 143 144 △ 3 △ 2.26 1 0.42

業務純益 55 49 40 △ 6 △ 11.16 △ 9 △ 17.53

　修正業務純益 55 49 40 △ 6 △ 11.16 △ 9 △ 17.53

　コア業務純益 40 44 40 4 8.48 △ 4 △ 9.44

臨時損益 △ 11 9 9 20 185.67 0 1.55

うち株式等関係損益 △ 12 3 3 15 125.27 0 △ 2.48

          不良債権処理額 0 0 0 0 - 0 3.44

          金銭の信託運用損益 - - - - - - -

益 経常利益 44 59 50 15 32.95 △ 9 △ 14.42

特別損益 △ 5 △ 1 △ 3 4 67.69 △ 2 △ 102.66

法人税、住民税及び事業税 18 15 10 △ 3 △ 17.21 △ 5 △ 35.37

法人税等調整額 △ 0 1 2 2 319.40 0 51.70

中間純利益 20 40 34 20 95.58 △ 6 △ 14.27

26/9期-25/9期25/9期-24/9期
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自己資本の推移

（単位：％、億円）＜単体＞

 ２４/３期  ２４/９期  ２５/３期  ２５/９期  ２６/３期  ２６/９期

 自己資本比率（国内基準） 16.07 16.30 16.22 16.92 16.67 16.47

 Ｔｉｅｒ１比率 15.66 15.97 15.91 16.62

 自己資本の額 1,527 1,534 1,555 1,587 1,610 1,631

    基本的項目 1,487 1,503 1,526 1,558

   再評価差額金（45%) - - - -

   有価証券含み益（45%) - - - -

   一般貸倒引当金 39 31 29 28

   劣後ローン・債券 - - - -

   控除項目（△） - - - -

 リスク・アセット等 9,497 9,408 9,586 9,379 9,658 9,906

   オン・バランス項目 8,690 8,608 8,803 8,607

   オフ・バランス等取引項目 115 117 112 110

691 682 671 661

   補完的
   項目

オペレーショナル・リスク相当額
を８％で除して得た額

（参考）

銀行勘定の金利リスク（H26/9期末）

※26/3期から、新国内基準にて算出しております。

※コア預金の算定に内部モデルを
使用しております。

金利ショック 99％タイル

金利リスク量 63億円

自己資本の額 1,631億円

アウトライヤー比率 3.8%
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資本配賦の状況

741

670

1,610

1,223

208 244

387

221

420

483

52

60
5

- 5 0 0

0

5 0 0

1 , 0 0 0

1 , 5 0 0

2 , 0 0 0

（ 億円）

留保分：
自己資本比率
4％相当額
387億円

自己資本額:
平成25年度通期決算
1,610億円

配賦可能資本
平成25年度
通期決算
1,223億円

平成26年度上半期
資本配賦額合計
1,155億円

平成26年9月末
統合リスク量
481億円

平成26年9月末
リスクテイク可能額
741億円

平成26年9月末
政策投資株式
評価損益
244億円

平成26年9月末
純投資評価損益
483億円

オペレーショナル・リスク

その他

信用リスク

市場リスク
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従業員数・店舗数の推移

（単位 ： 人、店、か所）

17/3期比
増　　減

 従業員数 1,764 1,688 1,612 1,564 1,605 1,659 1,705 1,704 1,708 1,699 1,717 △ 47

 パートタイマー 431 496 581 716 760 789 776 736 714 691 683 252

 店舗数（含む出張所） 93 91 91 91 92 91 91 91 90 90 90 △ 3

  単独店 48 49 45 42 43 42 42 42 43 41 41 △ 7

  エリア／フルバンキング店 27 21 21 23 22 22 22 21 21 21 21 △ 6

  エリア／機能特定店 18 21 25 26 27 27 27 28 26 28 28 10

法人営業所 0 0 0 0 0 0 1 2 1 1 1 1

 ローンスクエア 3 3 3 4 5 5 5 5 6 7 7 4

 店舗外ＡＴＭコーナー数 135 138 131 132 134 132 130 129 126 129 128 △ 7

19/3期 22/3期 17/3期 18/3期 25/3期21/3期20/3期 23/3期 26/9期24/3期 26/3期

※2

※2

※1 機能特定店は、個人推進店と個人ローン推進店の合計です。

※2 中央市場支店は国母支店内で営業しております。

※1
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マーケット別残高推移（末残）預金残高推移（末残）

預金の状況（末残）

5,123 5,283 5,354 5,440 5,458
5,670

2,608
2,485

20,00519,62119,31519,00918,79418,522

2,431
2,324 2,516 2,438

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

24/3 24/9 25/3 25/9 26/3 26/9

（億円）

個 人

法 人

合 計

地公体等

3,931 4,108 4,053 4,211
4,247 4,398

2,528
2,725902 885

1,046 1,021
1,040

939

20,09719,87319,38719,40119,02818,970

2,273 2,379 2,379 2,573

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

24/3 24/9 25/3 25/9 26/3 26/9

（億円）

国中地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計

東京ﾌﾞﾛｯｸ
27,193

郡内地域

+967
（+3.5%）

26,077
26,879

27,689

26,402

28,160
27,193

26,077
26,879

27,689

26,402

28,160
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貸出金残高推移（末残） マーケット別残高推移（末残）

貸出金の状況（末残）

2,355 2,461 2,542 2,599 2,649
3,219

8,753 8,618 8,763
8,055 8,046

7,855

3,7533,726 3,720
3,760 3,778

3,767

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

24/3 24/9 25/3 25/9 26/3 26/9

（億円）

個 人

事業先

国・
地公体

合 計

7,685
7,176 7,276 7,049 7,283 7,025

1,149
1,112 1,142

1,114
1,127

1,118

1,709

3,522

3,523 3,444
3,233 3,091

869
1,379 1,538

1,372 1,339 1,883

1,607
1,607 1,645

1,6871,671

3,036

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

24/3 24/9 25/3 25/9 26/3 26/9

（億円）

国中
地域

西東京
ﾌﾞﾛｯｸ

合 計

東京
ﾌﾞﾛｯｸ

14,415

本部所管
貸出金

（注）本部所管貸出は、財務省向け貸出、ローン・パーティシペーションおよび譲受債権等をいう

郡内
地域

14,834
15,073

14,475
14,800 14,828

14,415
14,834

15,073

14,475
14,800 14,828

+412
（+2.8%）
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（金額単位：億円）

業種別貸出金（ローンポートフォリオ）

貸出残高 構成比 貸出残高 構成比 貸出残高 構成比

製造業 1,579 10.9% 1,561 10.5% △ 18 △0.4P
農業、林業 23 0.2% 25 0.2% 1 0.0P
漁業 0 0.0% 0 0.0% △ 0 0.0P
鉱業、採石業、砂利採取業 15 0.1% 14 0.1% △ 1 0.0P
建設業 374 2.6% 346 2.3% △ 27 △0.3P
電気･ガス･熱供給･水道業 262 1.8% 267 1.8% 4 0.0P
情報通信業 125 0.9% 137 0.9% 12 0.0P
運輸業、郵便業 652 4.5% 657 4.4% 4 △0.1P
卸売業、小売業 1,206 8.3% 1,177 8.0% △ 28 △0.3P
金融業、保険業 447 3.1% 457 3.1% 10 0.0P
不動産業、物品賃貸業 1,888 13.0% 1,786 12.1% △ 102 △0.9P

その他のサービス業 1,471 10.2% 1,423 9.6% △ 47 △0.6P
国・地方公共団体 2,649 18.3% 3,219 21.7% 569 3.4P
その他（個人） 3,778 26.1% 3,753 25.3% △ 25 △0.8P

貸出金合計 14,475 100.0% 14,828 100.0% 352 －

２６／３ 前期比増減２６／９
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規模別貸出金残高・指定金融機関の受託状況

指定金融機関の受託状況（26/9期末）

合 計県 市 町 村

１４ ２８

１ １３ １０ ２４

県内の自治体数

当行が指定金融機関を
受託している自治体数

１ １３

規 模 別 貸 出 金 残 高（末残）

（単位 ： 億円、％）

26/3 26/9 26/3 26/9 26/3 26/9 26/3 26/9 26/3 26/9

残高 2,649 3,219 2,180 2,158 5 4 64 62 399 994

構成比 18.3% 21.7% 25.9% 26.5% 0.3% 0.2% 2.1% 2.0% 29.8% 52.8%

残高 3,075 3,055 210 243 82 79 2,368 2,331 414 401

構成比 21.3% 20.6% 2.5% 3.0% 4.9% 4.6% 78.0% 75.4% 30.9% 21.3%

残高 258 246 141 134 45 43 52 67 18 0

構成比 1.8% 1.7% 1.7% 1.6% 2.7% 2.5% 1.7% 2.2% 1.3% 0.0%

残高 4,713 4,553 2,893 2,647 778 807 532 610 508 488

構成比 32.6% 30.7% 34.4% 32.5% 46.1% 47.2% 17.5% 19.7% 37.9% 25.9%

残高 3,778 3,753 2,984 2,960 775 774 17 18 0 0

構成比 26.1% 25.3% 35.5% 36.3% 45.9% 45.3% 0.6% 0.6% 0.0% 0.0%

残高 14,475 14,828 8,411 8,144 1,687 1,709 3,036 3,091 1,339 1,883

構成比 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
合計

大企業

中堅企業

中小企業

非事業性個人

本部所管

貸出

 国

 地方公共団体

全    体 山梨県内
西 東 京

ブロック

東　　京

ブロック
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＜銀行法に基づくリスク管理債権の開示＞

26/3期末 26/9期末 前期比増減 26/9期末連結

破 綻 先 債 権 額 29 30 0 32

延 滞 債 権 額 419 390 △ 29 397

３ ヶ 月 以 上 延 滞 債 権 額 0 0 △ 0 0

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 30 32 1 32

481 453 △ 28 462

(3.32%) (3.05%) (△0.27P) (3.13%)

448 420 △ 28 429

93.29% 92.92% △ 0.37P 93.03%

24 19 △ 5 47

98.46% 97.15% △ 1.31P 103.38%

担保・保証等による保全額（B）
（個別貸倒引当金を含む）

カバー率(一般貸倒引当金を含む）

                    （B＋C)÷（A)

 一般貸倒引当金残高      （C)

カバー率              （B)÷（A)

リスク管理債権額合計    （Ａ）

（貸出金残高に占める比率）

当行では、部分直接償却を実施しておりません。

（単位 ：億円）

リスク管理債権

※ 部分直接償却を実施した場合のリスク管理債権額（単体）は、以下のとおりとなります。

26/9期末 26/9期末 増   減
部分直接償却前① 部分直接償却後② ②－①

破 綻 先 債 権 額 30 19 △ 11

延 滞 債 権 額 390 370 △ 19

３ ヶ 月 以 上 延 滞 債 権 額 0 0 0

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 32 32 0

453 421 △ 31

(3.05%) (2.84%) (△ 0.21P)

  リスク管理債権額合計 

（貸出金残高に占める比率）

（単位 ：億円）
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金融再生法開示債権額・比率の推移

28 27 32

372 390 377 368 346 324

119 112 122 104 105
98

31
30 30

3.05%
3.32%

3.48% 3.56% 3.49%

3.47%

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

24/3 24/9 25/3 25/9 26/3 26/9

(億円)

破産更生等
債権

要管理債権

危険債権

不良債権比率

不良債権合計

部分直接償却を
実施した場合

2.85％

不良債権比率

金融再生法開示債権の保全状況

貸倒引当金

貸倒引当金

担保・保証等

担保・保証等

貸倒引当金

要管理債権

(億円） (億円）

98 58

39

15
32

2

241

68

開示債権 保全状況 保全率

100%

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

95.3%

危険債権

54.6%

要管理債権

保全率

93.4%455 425

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

貸倒引当金

貸倒引当金

危険債権

324

危険債権

担保・保証等

483億円

1兆4,554億円

455億円

1兆4,903億円

担保・保証等

△28  
（△5.8%）

△7

△21

0

金融再生法開示債権

530
503520 530

483

△0.27Ｐ

455
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正常先
その他

要注意先
要管理先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先

新規 - 65 2 - - - -

正常先 12,609 13,101 84 0 3 1 - 0.04%

その他
要注意先

1,435 124 1,029 4 8 0 1 0.78%

要管理先 40 - 5 31 0 0 - 1.43%

破綻懸念先 345 0 11 3 311 3 1

実質破綻先 76 - - - 0 61 0

破綻先 29 - - - 0 - 27

合計 14,537 13,291 1,133 41 324 67 30

（注） 残高は、貸出金・支払承諾・外国為替・与信関係仮払金・未収利息を含めた総与信残高ベース。

ただし、国・地方公共団体の残高および自己査定非抽出先は「正常先」に含めて記載。

総与信残高ベース
（26/3期末→26/9期末）

破綻懸念先
以下への
劣化比率

２６
／
３
期
末

２６／９期末

債務者区分の遷移

（単位：億円）

上方遷移

下方遷移
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山梨中銀経営支援ローン「実行力」による経営改善支援メニューの拡充

「取引先の事業再生・経営改善につながる新規融資への取組み」にかかる個別業績表彰

新たな資金供給を伴う前向きな経営改善支援への取組み

●経営改善計画を策定し、前向きに経営改善に取組むお客さまを積極的に支援

経営改善計画の策定

外部機関との連携

定期的な計画の進捗管理

業績連動型金利優遇

○計画策定を通じたお客さまとのコミュニケーションの深化

○計画のフォーマット簡素化による若手行員の育成

○山梨県中小企業再生支援協議会との連携による計画の客観性向上

○外部機関との協働を通じたノウハウの蓄積

○四半期毎のモニタリングによるタイムリーな助言

○お客さまの取組み意識の変化と行動を後押し

○計画の達成状況に応じ 大で１．０００％の金利優遇

○特約書を締結することによりお客さまと強力にコミット

●経営改善支援への取組みのスピードアップと実効性向上

＜評定項目＞

① 経営改善計画の新規策定

② 計画策定先への新規融資
＊H25.12.9～H26.9.30の実績により

評定

＜実績＞

① 経営改善計画の新規策定 ９６先

② 計画策定先への新規融資 ３，０５５百万円

（うち「実行力」の取扱い ９０件：１，６６９百万円）
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＜時価評価前残高の推移＞
（単位：億円、％）

有価証券ポートフォリオ①

残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比 残高 構成比(P)

7,481 59.1 7,718 61.0 8,181 62.2 8,033 60.0 8,189 60.2 7,985 58.0 △ 48 △ 2.0

1,808 14.3 1,910 15.1 1,984 15.1 2,137 16.0 2,105 15.5 2,241 16.3 104 0.3

1,735 13.7 1,685 13.3 1,669 12.7 1,681 12.6 1,555 11.4 1,311 9.5 △ 370 △ 3.1

14 0.1 13 0.1 13 0.1 12 0.1 11 0.1 10 0.1 △ 2 △ 0.0

- - - - - - - - - - - - - -

762 6.0 658 5.2 611 4.6 497 3.7 466 3.4 357 2.6 △ 140 △ 1.1

447 3.5 433 3.4 431 3.3 463 3.5 476 3.5 468 3.4 5 △ 0.1

政策投資株式 302 2.4 298 2.4 294 2.3 292 2.2 294 2.2 293 2.1 1 △ 0.1

純投資株式 144 1.1 134 1.1 136 1.0 171 1.3 182 1.3 175 1.3 4 △ 0.0

28 0.2 30 0.2 37 0.3 136 1.0 198 1.5 383 2.8 247 1.8

207 1.6 201 1.6 224 1.7 415 3.1 604 4.4 997 7.2 582 4.1

12,486 100.0 12,650 100.0 13,154 100.0 13,378 100.0 13,607 100.0 13,756 100.0 378

事     業     債

国  　　      債

26/3期

地     方     債

合           計

株          　式

外  国  債 券

投 資 信 託 等

政 府 保 証 債

公 社 公 団 債

金     融     債

25/3期 25/9期 前年同期比増減24/9期24/3期 26/9期
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＜利回り・評価損益の推移＞

（単位 ： ％）

有価証券ポートフォリオ②

（利回りの推移）

（売買損益の推移） （単位 ： 百万円）

前年同期比
増減 (P)

円 建 債 券 1.02 0.85 0.84 0.88 0.89 0.82 △ 0.06

株 式 2.12 2.35 2.23 2.50 2.44 2.99 0.49

投 資 信 託 等 1.49 2.56 2.87 3.28 2.72 2.89 △ 0.39

円 貨 建 計 1.07 0.93 0.92 0.98 0.99 1.01 0.03

外 貨 建 債 2.02 1.91 2.08 1.82 1.94 2.07 0.25

合 計 1.07 0.93 0.93 0.99 1.00 1.03 0.04

24/3期 26/9期26/3期25/3期 25/9期24/9期

前年同期比
増減

△ 53 1,482 1,500 513 283 64 △ 449
国債等債券売却益 1,025 2,314 2,331 938 1,037 86 △ 852
国債等債券売却損 1,078 381 831 417 746 21 △ 396
国 債 等 債 券 償 却 -       450 -       7 7 -       △ 7

△ 1,097 △ 1,274 16 322 739 314 △ 8
株 式 等 売 却 益 330 309 710 580 876 476 △ 104
株 式 等 売 却 損 845 599 694 15 56 79 64
株 式 等 償 却 582 983 -       243 80 82 △ 161

△ 1,150 207 1,516 835 1,023 378 △ 457

25/9期25/3期 26/9期24/9期 26/3期

国債等債券関係損益

株 式 等 関 係 損 益

合 計

24/3期
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マーケット別収益状況

＜平成２６年９月単月実績＞

585

52

170

429

379

95

420

97

△ 45

206

75

8

△ 200

0

200

400

600

800

1,000

地公体 一般法人 事業性個人 非事業性個人

（百万円）

収益

経費・信用コスト　　

信用コスト控除後利益

○算出条件
＜対象＞

融資先に限定
財務省向け貸出金および貸付債権等を除く

＜算出期間＞
２６年９月（１か月間）の収益をマーケット別に算出
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地域別融資ＲＡＲＯＡ

全体の融資ＲＡＲＯＡ ： ０.１８０％ （前年同月比＋０．０３４Ｐ）
＜平成２６年９月単月実績＞

地域別融資ＲＡＲＯＡ
（前年同月比）

地域別ボリューム構成比
（月中平残）

地域別貸出金
平均レート

＜融資ＲＡＲＯＡ＞

貸出金に関する採算性を評価する指標

算式：信用コスト控除後利益／貸出金

※信用コスト＝貸出金平残×デフォルト率×（１－回収率）

東京ブロック

峡北地域

本店甲府地域

峡西南地域

峡東地域

西東京ブロック

郡内地域

0.241％
（△0.041Ｐ）

4％

1.992％

0.278％
（△0.018Ｐ）

39％

1.599％

2.092％

0.219％
（△0.006Ｐ）

5％

0.136％

0.193％
（△0.017Ｐ）

0.457％
（△0.014Ｐ） △0.132％

24％
0.483％

1.725％

1.831％

1.942％

7％

8％

13％

（＋0.131Ｐ）

対象：債務者区分 正常・要注意先（要管理先を含む）

財務省向け貸出金・貸付債権等の本部所管貸出金は除く

経費：貸出金に係る一般経費のほか住宅ローン団信

保険料・消費者ローン保証料を含む

（＋0.075Ｐ）
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2,962 3,161 3,311

2,120 2,141 2,135 2,206 2,282 2,246

3,1523,0303,035

5,557
5,4445,3585,1655,1765,125

0

2,000

4,000

6,000

24/3 24/9 25/3 25/9 26/3 26/9

法人預金残高（半期平残）

流動性
（億円）

定期性
（億円）

(億円）

法人推進項目の実績推移①

3,800

3,867 3,880

3,940

3,834

3,729

3,500

3,600

3,700

3,800

3,900

4,000

24/3 24/9 25/3 25/9 26/3 26/9

契約数
（先）

給振元受数
（先）

7,031

7,342

7,689
7,837

7,933

6,774

6,000

7,000

8,000

24/3 24/9 25/3 25/9 26/3 26/9

「Ｂｉｚダイレクト」契約数

契約数
（先）

（先）

421
448 458 456 467

390

100

200

300

400

500

24/3 24/9 25/3 25/9 26/3 26/9

「外為Wｅｂ」契約数

契約数
（先）

（先）

959386858481

6,3476,220
5,9075,8185,8525,709

0

50

100

24/3 24/9 25/3 25/9 26/3 26/9
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

「４０１ｋ」契約数 加入者数
（人）

企業数
（社）

（社）
（人）
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151,902
141,441

167,016
177,943 182,074 176,860

3,094 3,033 3,164 3,142 3,152 3,181

0

100,000

200,000

24/3 24/9 25/3 25/9 26/3 26/9

0

2,000

4,000

6,000

85

88
242

50

230
230

111

9529
2223

3
0

100

200

300

400

500

24/3 25/3 26/3 26/9

0

20

40

60

80

100

145

(千米ﾄﾞﾙ）
(件）

(億円）(件）
取扱高（千米ﾄﾞﾙ）

取扱件数
（件）

ﾏｯﾁﾝｸﾞ
件数（件）

貸出実行額（億円）

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ
件数（件）

327

法人推進項目の実績推移②

341

31,002

27,878
26,094

24,300

21,340
19,204

15,673

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

23/12 24/3 24/9 25/3 25/9 26/3 26/9

(百万円）

成長分野向け融資実行額累計
【日銀資金供給対象債権ベース】

4,553
4,713

4,512

4,917
4,824

9,282

9,644

9,972

10,331

9,457

3,000

4,000

5,000

24/3 25/3 25/9 26/3 26/9

9,000

10,000

11,000
(億円） (先）

H24/4   「地域活力強化ファンド」総額200億円にて取扱開始
H26/9末 実行879件／約186億円

ビジネスマッチング・コーディネートサービス実績推移 貿易取扱高・件数の推移（輸出＋輸入取引）

255

中小企業向け貸出金残高（末残）と事業性貸出先数

先数
（先）

残高
（億円）

※中小企業向け貸出金残高は、不動産関連地方公社向け貸出金を含む

半期
実績
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＜山梨県内の動き＞

「山梨燃料電池実用化推進会議」

・県内外の大学や大手自動車メ ーカーなど30団体が参加

「山梨大学燃料電池ナノ材料研究センター｣

・燃料電池実用化に向けた世界 先端の基礎研究

・事業費70億円、世界 高水準の実験設備

・H22/11以降、日産・本田技研・ダイハツとの共同研究開始

・H24/3、本田技研・パナソニックと、同センター開発の触媒の
実用性に関する共同評価開始。従来の触媒に比べ20倍程度の
耐久性を確認。
H30年頃、同触媒を使用した燃料電池車が発売される可能性。

燃料電池 太陽光発電

山梨を最先端産業であるクリーンエネルギー開発のメッカに

新産業の形成と県内機械工業の受注機会拡大を支援

新産業の創造

- 市場予測 -
・トヨタが12月15日に、約723万円で燃料電池車の市販開始予定

・燃料電池自動車販売台数および市場規模

＜ﾃﾞﾛｲﾄ ﾄｰﾏﾂ ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱：H26/11予測＞

H42年 日本国内の年間販売台数：約40万台

経済波及効果：約4.4兆円

☆関連企業への積極的な資金対応
☆ 先端の研究成果と企業の技術・ﾆｰｽﾞとのﾏｯﾁﾝｸﾞ強化

甲府市 米倉山太陽光発電所：
10,000kW

※国内内陸部 大級
（H24/1稼動）

☆H27年、米倉山太陽光発電所
の隣接地において、リニアの
超電導技術を応用した蓄電シ
ステム試験を開始予定
(県・鉄道総研等)

県内メガソーラー施設
（H26.5.30時点）

○ 稼動中：
23か所計52,214kW

□ 稼動予定（H27年中）：
6か所計 32,890kW

（出所：山梨日日新聞他）
※山梨県ではH32年にﾒｶﾞｿｰ

ﾗｰを30か所にする計画

※メガソーラー以外の太陽光
発電事業への融資対応
（H26/9末時点）

・当行融資見込額
220件/76億円

・うち実行額
161件/37億円
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地場産業活性化と新規需資創出に向けた、目利き力を備えた人材養成（5年間で50名程度）

平成２４年４月１日、山梨県内１０社への１年間の行員派遣を開始

来年度以降も派遣を継続

5年間で総勢50名程度を予定

19.2

7.0

15.4

4.2

9.9

1.5

7.0

33.7

2.1

山梨県

農林水産業・鉱業

製造業

建設業

電気・ガス・水道業

卸・小売業

金融・保険業

不動産業

運輸・通信業

サービス業

（単位：％）

平成26年4月1日からの派遣先10社平成24年度派遣先10社

派遣先 業   種

Ａ社  ワイン醸造

Ｂ社
 ｱｸｾｻﾘｰ製品企画・
 製造・販売

Ｃ社
 ニット製品企画・製造・
 販売

Ｄ社  印傳製品製造・販売

Ｅ社  ホームセンター

Ｆ社  スーパーマーケット

Ｇ社  旅館

Ｈ社  青少年教育施設運営

Ｉ社  ブライダルホール運営

Ｊ社
 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病院、介護老
人保健施設等運営

派遣先 業   種

Ａ社  農業

Ｂ社  ワイン醸造

Ｃ社  清酒醸造

Ｄ社  貴金属製品製造・販売

Ｅ社
 ニット製品企画・製造・
 販売

Ｆ社  和紙製品製造・卸

Ｇ社  スーパーマーケット

Ｈ社  ホテル

Ｉ社  青少年教育施設運営

Ｊ社
 病院・老人介護施設
 運営

地場産業活性化に向けた支援強化 ～地場企業への行員派遣の状況～

20名は地域開発・経営支援
部署、基幹店に重点的に配属

「主要先ターゲット推進」スタッフ・
「融資創造スタッフ」のコアメンバー

として活躍

平成25年度派遣先10社

派遣先 業   種

Ａ社 食品製造・販売

Ｂ社 調味料製造

Ｃ社 ワイン醸造

Ｄ社 ｱｸｾｻﾘｰ製造・販売

Ｅ社 ニット製品製造・販売

Ｆ社 建設・ホテル

Ｇ社 貴金属製品卸

H社 レストラン・ホテル

Ｉ社 ブライダル・宿泊

Ｊ社  病院

平成23年度
経済活動別県内総生産

(産業部門=100）
出典：県民経済計算年報
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地域社会の持続的発展
↓

企業価値・競争力向上

●地域連携による産業の活性化

●地域づくりへの参画

●行政施策に連動した地域経済活性化支援

地域経済の活性化への取組み

地域社会貢献への取組み

●教育支援

●文化・芸術・スポーツ等の振興

●福祉等社会貢献の視点に立った企業活動

ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙを通じた
県内ｽﾎﾟｰﾂ振興への貢献

大学への金融講座開設

「山梨大学発“ビジネス
チャンス”直行便！｣

の発行

綿密な商談スケ
ジュールの作成
外部のﾊﾞｲﾔｰから
展示方法等を学ぶ

商談件数1,134件

うち成約件数128件
（08.7.9）

「やまなし食のマッチングフェア」の開催

綿密な商談
ｽｹｼﾞｭｰﾘﾝｸﾞ

外部のﾊﾞｲﾔｰから
展示方法等を学ぶ

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ会議の開催開催

環境問題への取組み
●銀行の本来業務を通じた環境ビジネスへの

取組み

●当行自らの環境負荷低減への取組み

●地域社会との連携による環境保全活動への

積極的・継続的な取組み

平成２２年９月 「ＣＳＲの基本方針」・「環境方針」を制定

環境配慮型商品

中期経営計画「ベストバンクプラン 2016」 基本方針Ⅲ「ＣＳＲの推進」

「山梨学院大学『経営ナビ
ゲーション』」の発行

太陽光発電装置の設置

小瀬ｽﾎﾟｰﾂ公園陸上競技場
のﾈｰﾐﾝｸﾞﾗｲﾂ取得

「やまなし食のﾏｯﾁﾝｸﾞﾌｪｱ2014 in Tokyo」
開催日：平成26年7月17日
集計日： 〃 8月末時点
・商談件数 2,250件
・成約件数 38件
・成約見込・商談継続 301件



24

（単位：百万円、26/9期末）

山梨中銀 山梨中銀

ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ(株) 経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(株)

設 立 年 月 日 昭和61年7月1日 昭和62年4月6日 平成3年7月2日 平成8年8月2日

資 本 金 ２０ ２０ ２０ ２００

（当行出資比率） （９９.６５％） （３０.２５％） （３０.２５％） （４５％）

（ｸﾞﾙｰﾌﾟ出資比率） （９９.８１％） （６１％） （６７.５％） （８7.５％）

信用保証業務　  クレジットカード
信用調査業務等 業務等

営 業 収 益 217          2,504　　　 393　　　 97　　　

営 業 利 益 96          164　　　 29　　　 3　　　

経 常 利 益 176          166　　　 46　　　 4　　　

中 間 純 利 益 165          118　　　 33　　　 2　　   

総 資 産 7,307　　　 10,302　　　 2,763　　　 388　　　

純 資 産 4,046　　　 1,961　　　 978　　　 359　　　

借 入 金 残 高 －　　　　 7,928　　　 1,213　　　 －　　　

（うち当行からの借入金残高） （－）　　　 （7,511）　　 （1,213）　　 （－）　　

企業経営に関する
コンサルティング
経済調査業務等

会 社 名 山梨中央保証(株) 山梨中銀リース(株)

事 業 内 容 リース業務等

グループ会社一覧
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山 梨 県 の 経 済
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【概 況】

山梨県内の景気は、持ち直してきている。

需要面において、個人消費が天候不順の影響がみ

られたものの、上向いてきており、設備投資も回復傾

向にある。また、生産面においては、機械工業が堅調

に推移している。

日銀短観業況D.I.をみると、企業の景況感は海外経

済の減速等による落ち込みから回復を示した後、横ば

い圏内での動きが続いている。

先行きについては、景気回復への期待から、製造業

を中心として若干の改善を見込んでいる。

日銀短観業況判断Ｄ．Ｉ．（県内）

近の県内経済動向

6月 9月 12月（予測）

  全 産 業 2 ▲ 1 2

  製 造 業 6 0 6

  非製造業 0 ▲ 2 ▲ 2

日銀短観業況判断Ｄ．Ｉ．（県内）

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20

24/3 6 9 12 25/3 6 9 12 26/3 6 9 12（予測）

全産業 製造業 非製造業

「日本銀行甲府支店」

12月予測
製造業 6
全産業 2
非製造業 ▲ 2
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【需要動向】

個人消費は、天候不順の影響がみられたものの、衣料

品・食料品が堅調で、家電品も持ち直しつつあるほか、

高額品にも一部に動きがみられるなど、上向いてきてい

る。

設備投資は、医療・介護関連施設が堅調に推移してい

るほか、各種補助金を活用した生産設備等の設置も散

見されるなど、回復傾向にある。

① 個人消費

・ 大型小売店売上

消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減は小幅に

とどまり、足下では上向いてきている。

・ 新車登録台数

消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減から持ち

直していたが、足下ではやや弱い動きがみられる。

需要動向①（前年比増減率）

1.7

▲ 3.2

△ 50

△ 40

△ 30

△ 20

△ 10

0

10

20
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40

50

25/9 10 11 12 26/1 2 3 4 5 6 7 8 9

（％）

大型小売店売上高
新車登録台数（除軽自動車）

「経済産業省」「日本自動車販売協会連合会」
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・ 観光 ・ レジャー

富士山の世界遺産登録の効果が県内各地に波及し

ており、総じて前年を上回る入込みを確保している。

インバウンド観光については、中国人観光客の入込

みが回復しているほか、円安の影響により東南アジ

ア諸国や欧米からの観光客が増加している。

② 住宅建設

新設住宅着工戸数は、消費税増税に伴う駆け込み

需要の反動減により、足下でも前年を大きく下回るな

ど弱い動きが続いている。

③ 公共工事

経済対策による押し上げ効果の剥落により、足下で

は前年を下回っている。

需要動向②（前年比増減率）

▲ 20.1

▲ 2.2

△ 100

△ 50

0

50

100

25/9 10 11 12 26/1 2 3 4 5 6 7 8 9

（％）

新設住宅着工戸数
公共工事保証請負額

「国土交通省」　「東日本建設業保証㈱」
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④ 設備投資

設備投資は、医療・介護関連施設が堅調に推移して

いるほか、各種補助金を活用した生産設備等の設置

も散見されるなど、回復傾向にある。

なお、日銀短観（9月調査）によると、平成26年度は、

非製造業が前年度比で減少する一方、製造業は増

加し、全産業では前年度を上回る計画となっている。

県内設備投資動向（日銀短観）（前年度比増減率）

△ 80

△ 60

△ 40

△ 20

0

20

40

60

80

20 21 22 23 24 25 26

（％）

全産業 製造業 非製造業

「日本銀行甲府支店」

（計画）
年度

平成26年度計画
製造業 53.3
全産業 19.3
非製造業 ▲22.2
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【生産活動】

機械工業は、品目によるばらつきがあるものの、半導

体製造装置やコンピュータ数値制御装置で好調が続いて

いるほか、水晶振動子やコネクタなどもスマートフォン関

連を中心に上向くなど、堅調に推移している。

地場産業は、需要の減退や原材料価格の上昇等の影

響により、総じて低調な状況にある。

今後は、機械工業を中心に改善の動きが続くとみられ

る。

鉱工業生産指数（季調済、H22=100）

20

40

60

80

100

120

140

160

25/8 9 10 11 12 26/1 2 3 4 5 6 7 8

鉱工業
電気機械
はん用・生産用・業務用機械
精密機械（旧分類）
電子部品･デバイス
情報通信機械
輸送機械

「県統計調査課」
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【雇用情勢】

有効求人倍率は、今年に入ってから横ばいの動きが

続いている。

「総務省」

雇用情勢

0.93

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

25/9 10 11 12 26/1 2 3 4 5 6 7 8 9

（倍）

有効求人倍率

「山梨県労働局職業安定部」

山梨県 全  国

 有効求人倍率（9月） 0.93倍 1.09倍
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【企業倒産】

平成26年度上半期（26年4月～26年9月）の県内企業

の倒産（負債総額1千万円以上）は、件数が30件、負債総

額が75億35百万円となった。

件数は前年同期比9件（42.9％）増加、負債総額は同40

億85百万円（118.4％）増加した。

企業倒産
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負債総額（左軸）

件数（右軸）

「東京商工リサーチ」
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【山梨県経済の特性】

県内経済の実質成長率は、リーマン

ショックの影響等から平成20、21年度と

前年度を下回ったが、平成22年度以降

はプラス成長が続いている。

なお、日本経済研究センターの推計

によると、山梨県の成長率 （2011～

2020年までの平均）は1.2％前後と、全

国第9位となっている（平成23年推計）。

県内総生産額・経済成長率の推移

3,536
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0.3
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（10億円）

△ 15

△ 10

△ 5

0
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（％）

県内総生産額（実質、左軸）

県内経済成長率（実質、右軸）

国内経済成長率（実質、右軸）

「内閣府 国民経済計算年報」　「山梨県 県民経済計算年報」

山梨県経済の特性・構造
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○ 産業別構成比を全国と比較すると、製造業のウエイトが高い。

山梨県の経済活動別県内総生産（産業部門=100）
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「山梨県 県民経済計算年報」

全国の経済活動別国内総生産（産業部門=100）
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【事業所数・従業者数】

○ 事業所数は、輸入品との競争による地場産業の減少や、中心市街地の衰退による小売業の減少などを要因に、昭和61年を

ピークに減少傾向。

○ 従業者数は、生産効率の向上や事業所数の減少に伴う正社員の減少などを背景に、平成8年をピークに減少傾向。

○ こうしたなか、サービス業（特に医療・福祉）の事業所数･従業者数が増加傾向。

※ 平成21年以降は「経済センサス」の数値（事業所数、従業員数とも調査対象を拡大しており、平成18年までのデータとの連続性はない）

県内産業別事業所数の推移
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「総務省 事業所・企業統計調査」、「経済産業省　経済センサス」

（民営事業所）

県内産業別従業者数の推移
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「総務省 事業所・企業統計調査」、「経済産業省　経済センサス」

（民営事業所）
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県内製造品出荷額等の推移
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「山梨県  工業統計調査結果」、「経済産業省　経済センサス」

（年）

【製造品出荷額等の推移】

○ 山梨県の工業構造は、昭和57年の中央自動車道全線

開通と相前後して機械工業の集積が急速に拡大し、現

在では製造品出荷額等の6割強を占める。

＜製造品出荷額等＞

○ 昭和57年 ： 1兆834億円

→ 平成25年 ： 1兆9,415億円（79.2％増）

＜全体に占める機械工業の割合＞

○ 製造品出荷額等に占める機械工業の割合は、60.5％

（平成25年）であり、全国の同割合43.6％と比較して高い。

山梨県の製造品出荷額等の順位とリーディング産業の変遷

1,942

　 全国順位 リーディング産業

  昭和25年 40位 繊維

  昭和45年 40位 繊維

  平成 2年 33位 電気機械

  平成22年 33位 生産用機械

  平成23年 33位 電気機械

H25年の製造品出荷額等は1
兆9,415億円。
内、機械工業が1兆1,747億
円で全体の60.5％。
全国の同割合は、43.6％。
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製造品出荷額等上位10品目
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「平成24年　山梨県  工業統計調査結果」

○ 半導体製造装置等、電子応用装置、電子部品・デバイ

ス等のウエイトが高い。

○ 本県のハイテク工業は、大規模研究開発施設の建設

や研究開発機能の集約等により、単なる製造拠点では

なく、研究・試作開発拠点としての位置付けが多い。

○ 中小企業の技術水準も着実に上昇。

ニッチマーケットながら国内・世界市場で高シェアを獲

得する企業も存在。

全国上位の生産品目（平成24年）

「平成24年 経済産業省 工業統計表 品目編」

※出荷額が公表されていない都道府県を除く。

品　　          目 出荷額 全国シェア 順位

　貴金属・宝飾 ２７４億円 ２８．４％ １位

　ミネラルウォーター ２４３億円 ２２．０％ １位

　数値制御ロボット １，３２３億円 ６６．９％ １位

  水晶振動子（時計用を除く） １０６億円 ６．８％ ３位

　医療用機械器具、同装置 ４２７億円 ８．０％ ４位

  フラットパネル・ディスプレイ製造装置 １６０億円 ５．９％ ５位
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○ 総人口全国41位、県内総生産42位など、規模的には下位に位置するが、従業者1人当たりの製造品出荷額など、単位当たり
の比率でみると中位にランク。経済活動、生活水準等は比較的良好な水準にあるといえる。

山梨県の県勢・経済指標

項目 年次 数値 順位 項目 年次 数値 順位 項目 年次 数値 順位

総面積  Ｈ25年 4,465k㎡ 32 民営事業所数  Ｈ24年 44,084か所 41 家計実収入

可住地面積比率 24年 21.3% 45 製造品出荷額等 25年 19,415億円 34
（勤労者世帯1世帯
当たり１か月平均）

自然公園面積比率 24年 27.1% 7 同従業者1人当たり 25年 28,705千円 28 消費支出

総人口 25年 847千人 41 年間商品販売額 24年 15,697億円 42
（勤労者世帯1世帯
当たり 1か月平均）

世帯数 26年 350千世帯 42 同従業者1人当たり 24年 23,614千円 36
平均消費性向
（勤労者世帯）

25年 79.0% 9

年少人口比率 25年 12.7% 29 農業産出額 24年 811億円 34
自家用車保有台数
（人口千人当たり）

25年 459.1台 6

生産年齢人口比率 25年 60.7% 17 生産農業所得率 24年 41.2% 4
公立図書館数
（人口1万人当たり）

25年 0.61か所 1

老年人口比率 25年 26.5% 26 新設住宅着工戸数 25年 5,158戸 41
コンビニエンスストア数
（人口10万人当たり）

19年 37.1店 6

人口増加率 25年 △0.60％ 32
新設住宅１戸当たり
床面積

25年 108.5㎡ 8
住宅地平均価格
（基準地価・１㎡当たり）

25年 27,200円 32

県内総生産額(実質） 23年度 35,359億円 42 公共工事請負契約額 25年 1,753億円 33 持家比率 22年 69.3% 22

経済成長率（実質） 23年度 1.4% 28 建築着工物床面積 25年 936,535㎡ 43
教育費割合（勤労者
世帯対消費支出）

25年 4.5% 35

1人当たり県民所得 23年度 2,779千円 18 有効求人倍率 25年 0.76倍 36 大学等進学率 25年 57.4% 9

25年 307,857円 31

経済力基本指標 産業関連指標 生活関連指標

Ｈ25年 478,411円 37


